
Ⅵ．連結情報

１．組合およびその子会社等の主要な事業の内容および組織の構成

１．組合及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成

■　グループの概況

（株）Ａコープようてい

２．組合の子会社等に関する事項

■　子会社等について

他の子会社等
の議決権比率

　注）組合グループの出資比率は当該会社に対する組合を除く組合の子会社等の出資比率です。
　　

■　組織機構

（１）株式会社　Ａコープようてい

（２）株式会社　後志くみあい機械センター

生 活 物 資 の 供 給

農機具・自動車の
修 理 ・ 販 売

会 社 名 業 務 内 容 所 在 地

（株）後志くみあい機械センター

㈱後志くみあい機
械センター

農機具・自動車の
修 理 ・ 販 売

倶知安町

㈱Ａコープ
ようてい

生活物資の供給 喜茂別町

設立年月日

平成15年10月 1日 ９９．７％

５２．９％昭和54年 7月17日

資本金
（百万円）

20

77

組合出資比率
(組合ｸﾞﾙｰﾌﾟ出

資比率)

９９．７％
（ ０．３％ ）

５２.９％
（４７．１％）

ＪＡようてい
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２．連結事業概況（令和３年度）

■　直近の事業年度における事業の概要
　令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化したことから、何かと我慢を強いら
れる一年ではなかったかと存じます。
　当ＪＡ管内の農業は、例年に比べ積雪量が多かったものの融雪は順調に進んだことから、春か
ら順調な播き付けで営農をスタート致しました。しかし、７月から１ヶ月近く降雨が無い状況が
続き、記録的な高温・干ばつにより作物の生育に大きな影響を与えたことから、組合員の皆様に
おかれましては大変ご苦労された一年であったと存じます。
　このような気象経過により、水稲や小麦では良好な品質・収量となったものの、馬鈴薯は例年
にない程の小玉傾向となり、青果物においても経済活動の自粛の影響を受けて安価での推移が続
き、販売環境が厳しい一年となりましたが、販売取扱高は計画を上回る結果となりました。これ
もひとえに、組合員の皆様の日々のご努力とＪＡへのご協力・結集、関係機関の皆様の適切なご
指導の賜物と深く敬意を表す次第であります。
　農業情勢に目を向けますと、地域的な包括的経済連携（ＲＣＥＰ）協定が令和４年１月１日に
発効されたことから、今後の動向を注視し、ＪＡグループが一丸となって、少しでも農業に影響
を与えないよう取り組んで参りたい所存です。
　国内においては、昨年６月に規制改革推進会議による規制改革実施計画が閣議決定され、農協
改革に一定の結論が得られました。組合員とＪＡ役職員との対話により自己改革の実践サイクル
を構築することが求められていることから、今後も自己改革に向けて継続的に取り組み、地域経
済の発展に努めて参ります。
　また、昨年は第３０回ＪＡ北海道大会が開催され、ＪＡグループ北海道として「力強い農業」
と「豊かな魅力ある地域社会」の実現に向けた大会決議を実施致しました。当ＪＡにおきまして
も、この決議事項に則し、将来に向かって安心して営農が継続できるよう取り組んで参ります。
　このような変革の最中にある農業情勢の中で、当ＪＡでは第５次農業振興計画・中期経営計画
において、「共に『創る、繋ぐ、魅力ある農業』」の実現に向け、着実に将来に向かって歩みを
進め、組合員との密着化を更に進め、組合員の意見・要望をスムーズに反映できる体制整備と、
更なる高位平準化に努めて参りました。各部門の事業概要は別記によりご報告申し上げますが、
令和３年度の結果として、当期未処分剰余金６億６百万円余を計上することができ、出資配当や
事業分量配当をご提案することができました。
　以上、農業を取り巻く環境が依然として厳しい状況下でありますが、組合員各位のご理解とご
協力、関係機関・関係団体のご指導ご支援により計画以上の実績を挙げる事ができましたこと
に、役職員一同、心より感謝を申し上げます。
 また、（株）Ａコープようていでは当期未処分剰余金１９百万円余、（株）後志くみあい機械セ
ンターでも当期未処分剰余金１６百万円余を計上することができました。
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■　連結貸借対照表
令和 ２ 年度：令和　３年１月３１日現在

令和 ３ 年度：令和　４年１月３１日現在
（単位：千円）

(１) 現金及び預金 (１) 貯金

(２) 貸出金 (２) 借入金

(３) その他信用事業資産 (３) その他信用事業負債

(４) 債務保証見返 (４) 債務保証

(５) 貸倒引当金（信用） ２．共済事業負債

２．共済事業資産 (１) 共済資金

(１) その他共済事業資産 (２) その他共済事業負債

(２) 貸倒引当金

(１)

(１) (２)

(２) 棚卸資産 (３) その他経済事業負債

(３) その他経済事業資産

(４) 貸倒引当金（経済）

(１) 賞与引当金

(１) (２) 退職給付引当金

建物 (３) 役員退職慰労引当金

構築物

車両運搬具

機械装置

工具器具備品 (１) 出資金

土地 (２) 利益剰余金

建物仮勘定 (３) 処分未済持分

有形リース資産 (４)

減価償却累計額

(２)

(１)

(１)

資 産 の 部 合 計 67,130,865 68,750,973 負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計 67,130,865 68,750,973

純 資 産 の 部 合 計 8,948,229 9,292,451７．繰延税金資産 133,593 132,996

外部出資 2,932,209 2,931,901

６．外部出資 2,932,209 2,931,901

無形固定資産 58,047 48,416

その他有価証券評価差額金 4,018 3,796

２．評価・換算差額等 4,018 3,796

３．非支配株主持分 70,197 72,795

△ 600 △ 600

6,204,036 6,169,529

△ 15,464,031 △ 15,931,521

8,874,014 9,215,860

3,331,946 3,427,327

１．組合員資本

232,398 232,398

5,597,162 5,804,137

862,219 871,355

1,271,943 1,273,616

0 2,590

子会社の有する親組合出資金

△ 54,494 △ 15,004

83,967 96,696

207,613 246,053

1,819,853 1,838,920

12,792,684 12,945,711

負 債 の 部 合 計 58,182,636 59,458,522

（ 純 資 産 の 部 ）

338,174 341,426

△ 11,397 △ 10,937

26,417 25,871

有形固定資産 7,926,715 7,648,651

５．固定資産 7,984,762 7,697,068

６．諸引当金 448,558 463,993

５．その他負債 1,432,968 1,067,937

４．その他資産 2,016,045 2,166,606

４．設備借入金 523,890 413,760

64,220 58,153

1,136,659 331,888

３．経済事業資産

受取手形及び経済事業未収金 761,605 758,246 経済受託債務 84

116,481 113,785

839,114 925,552

922 1,541 72,606 75,961

0 △ 2

支払手形及び経済事業未払金 1,738,621 1,876,369

922 1,543

３．経済事業負債 1,802,841 1,934,606

2,725,981 2,004,748

198,242 192,018

11,783,733 10,986,020

137,256 144,864

198,242 192,018

189,087 189,746△ 44,491 △ 34,619

148,826 122,587

53,785,292 55,388,479

39,136,426 42,433,681 53,300,968 54,929,010

263,443 239,013

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

１．信用事業資産 51,337,353 53,816,113 １．信用事業負債

３．連結貸借対照表・連結損益計算書・連結キャッシュ・フロー計算書・連結注記表及び連結剰余金計算書

資　産　の　部 負　債　・純　資　産　の　部

勘　定　科　目 令和２年度 令和３年度 勘　定　科　目 令和２年度 令和３年度
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■　連結損益計算書
令和 ２ 年度：自令和 ２ 年２月１日　至令和　３年１月３１日
令和 ３ 年度：自令和 ３ 年２月１日　至令和　４年１月３１日

（単位：千円）

１．事業総利益 3,038,356 2,930,450 
(1) 信用事業収益 442,612 426,914 

資金運用収益 413,438 396,011 
（うち預金利息） (3,358) (1,435)
（うち貸出金利息） (225,840) (203,988)
（うち受取奨励金） (177,977) (182,310)
（うちその他受入利息） (6,263) (8,278)
役務取引等収益 26,995 28,096 
その他経常収益 2,179 2,807 

(2) 信用事業費用 90,015 117,908 
資金調達費用 10,776 5,682 
（うち貯金利息） (9,765) (4,688)
（うち給付補填備金繰入） (20) (12)
（うち借入金利息） (862) (820)
（うちその他支払利息） (129) (161)
役務取引等費用 9,519 9,785 
その他事業直接費用 0 0 
その他経常費用 69,720 102,441 
(うち貸倒引当金繰入額（△戻入益）) (△ 35,785) (△ 9,872)
（うち信用雑費） (105,505) (112,313)

　信用事業総利益 352,597 309,006 
(3) 共済事業収益 315,168 319,144 

共済付加収入 298,241 295,346 
その他の収益 16,927 23,798 

(4) 共済事業費用 23,420 27,292 
共済推進費及び共済保全費 7,514 8,216 
その他の費用 15,906 19,075 

　共済事業総利益 291,748 291,852 
(5) 購買事業(農業関連)収益 11,090,918 11,063,959 

購買品供給高 10,783,570 10,752,308 
その他の収益 307,348 311,651 

(6) 購買事業(農業関連)費用 10,174,564 10,152,489 
購買品供給原価 9,954,453 9,927,072 
その他の費用 220,111 225,417 

　購買事業(農業関連)総利益 916,354 911,470 
(7) 購買事業(生活その他)収益 4,574,055 5,215,144 

購買品供給高 4,490,957 5,134,805 
その他の収益 83,098 80,340 

(8) 購買事業(生活その他)費用 4,050,808 4,691,336 
購買品供給原価 3,732,447 4,367,651 
その他の費用 318,361 323,685 

　購買事業(生活その他)総利益 523,247 523,808 
(9) 販売事業収益 1,882,053 1,934,994 

販売品販売高 1,146,655 1,262,895 
販売手数料 574,773 528,794 
その他の収益 160,625 143,305 

(10) 販売事業費用 1,186,002 1,291,942 
販売品販売原価 1,069,682 1,186,720 
販売費 16,469 16,219 
その他の費用 99,851 89,003 

　販売事業総利益 696,051 643,052 
(11) その他事業収益 1,220,817 1,273,264 
(12) その他事業費用 962,458 1,022,002 
　その他事業総利益 258,359 251,262 
２．事業管理費 2,542,775 2,481,757 
(1) 人　件　費 2,007,309 1,953,271 
(2) その他事業管理費 535,466 528,486 
　事業利益 495,581 448,693 
３．事業外収益 174,719 145,069 
(1) 受取雑利息 108,862 82,411 
(2) 受取出資配当金 35,206 35,305 
(3) その他の事業外収益 30,651 27,353 
４．事業外費用 20,172 2,826 
(1) 支払雑利息 10,858 4,903 
(2) その他の事業外費用 9,314 △ 2,077 
　経常利益 650,128 590,936 
５．特別利益 43,842 188,019 
(1) 固定資産処分益 16,486 356 
(2) その他の特別利益 27,356 187,664 
６．特別損失 50,084 239,572 
(1) 固定資産処分損 12,496 57,345 
(2) 減損損失 1,589 217 
(3) その他の特別損失 35,999 182,010 
　税引前当期利益 643,886 539,382 
７．法人税・住民税及び事業税 67,888 72,872 
８．法人税等調整額 21,964 685 
９.法人税等合計 89,852 73,556 
10.当期利益 554,034 465,827 
11.非支配株主に帰属する当期利益 3,078 2,598 
　当期剰余金 550,956 463,228 

勘　定　科　目 令和２年度 令和３年度
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■　連結剰余金計算書

令和 ２ 年度：自令和　２年２月１日　至令和  ３年１月３１日
令和 ３ 年度：自令和　３年２月１日　至令和  ４年１月３１日

（単位：千円）

（資本剰余金の部）

１．資本剰余金期首残高

２．資本剰余金増加高

３．資本剰余金減少高

４．資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）

１．利益剰余金期首残高

２．利益剰余金増加高

当期剰余金

３．利益剰余金減少高

出資配当金

事業分量配当金

役員賞与

４．利益剰余金期末残高

注１）　破綻先債権

注２）　延滞債権

注３）　３カ月以上延滞債権

注４）　貸出条件緩和債権

239,957

　元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金（注１，注２に掲
げるものを除く。）です。

  債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として，金利の減免，利息の支払猶予，元本の
返済猶予，債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（注１，注２及び注３
に掲げるものを除く。）です。

計 239 221 △18

　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の
取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ
た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち，法人税法施行令第96条第１
項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じているものです。

　未収利息不計上貸出金であって，注１に掲げるもの及び債務者の経営再建又を目的として利
息の支払を猶予したもの以外のものです。

３ヶ月以上延滞債権額 0 0 0

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 0 0 0

破 綻 先 債 権 額 0 0 0

延 滞 債 権 額 239 221 △18

項 目 令和２年度 令和３年度 増      減

159,147 256,253

16,232 16,296

5,597,162 5,804,137

４．連結事業年度のリスク管理債権残高

142,915

550,956 463,228

550,956 463,228

5,205,353 5,597,162

0 0

0 0

0 0

0 0

科　　　　目 令和２年度 令和３年度
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５．連結事業年度の金融再生法に基づく開示債権残高

※千円未満四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

注１）　破産更生債権及びこれらに準ずる債権

注２）　危険債権

注３）　要管理債権

注４）　正常債権

（参考）部分直接償却を実施した場合の債権額
（単位：百万円）

注）　当ＪＡは、部分直接償却は未実施ですが、参考として部分直接償却を実施した場合の計数を記載しております。

0 0 0
合 計 240 221 △ 19

償
却
後

部
分
直
接

破産更生債権及びこれら
に準ずる債権 10 26 16

危 険 債 権 230 195 △ 35
要 管 理 債 権

　「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の
事由により経営破たんに陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権で
す。

　「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び
経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受け取りができない
可能性の高い債権です。

　「要管理債権」とは、「３ヶ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権｣に該当す
るする貸出金をいいます。

　「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり
「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の
債権をいいます。

令和２年度 令和３年度 増 減

正 常 債 権 11,049

合 計 11,270 - - -

要 管 理 債 権 0 0 0 0

小 計 221 220 1 221

破産更生債権及びこれらに
準ずる債権

26 26 0 26

危 険 債 権 195 194 1 195

令和３年度

小 計 240 232 8 240

正 常 債 権 11,847

合 計 12,087 - - -

危 険 債 権 230 223 7 230

要 管 理 債 権 0 0 0 0

令和２年度
破産更生債権及びこれらに
準ずる債権

10 9 1 10

　（単位：百万円）

債 権 額
保 全 額

担保・保証 引 当 合 計
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６．連結事業年度の最近５年間の主要な経営指標

注）「連結自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」

（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出しております。

７．連結事業別の経常収支等

（単位：百万円）

８．連結自己資本の充実の状況

連結自己資本比率の状況

令和４年１月末における自己資本比率は、２５.１７％となりました。

連結自己資本は、組合員の普通出資による資本調達を行っております。

・普通出資による資本調達額　

　当連結グループは、適正なプロセスにより正確な連結自己資本比率を算出し、ＪＡを中心に

信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本

の維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。

農業関連事業収益 13,99214,168 13,358 13,861 13,910

その他の事業
経常収益

経常利益

4,858

592

共済事業
経常収益 315 319

経常利益 291 292

令和２年度 令和３年度

信用事業
経常収益 442 427

発行主体 ようてい農業協同組合

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎的項
目に算入した額

３，４２７百万円

合　　計
経常収益 19,525 20,233

経常利益 3,038 2,930

農業関連事業
経常収益 13,910 13,992

経常利益 1,803 1,732

5,495

597

経常利益 352 309

25.17%

連 結 総 資 産 額 64,295 63,682 66,023 67,130 68,750

連 結 自 己 資 本 比 率 22.50% 23.94% 22.15% 23.61%

9,292

連 結 当 期 剰 余 金 313 334 371 550 463

連 結 純 資 産 額 7,929 8,250 8,545 8,948

4,858 5,495

連 結 経 常 利 益 409 478 485 650 591

その他の事業収益 5,643 6,090 5,812

427

共 済 事 業 収 益 333 335 330 315 319

信 用 事 業 収 益 456 464 453 442

20,233

（単位：百万円、％）

項　　　　　　目 平成２９年度平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

連結経常収支(事業収益) 20,600 20,247 20,456 19,525
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令和３年度 令和２年度

8,980 8,618

3,427 3,331

0 0

5,804 5,597

△ 236 △ 256

△ 15 △ 54

コア資本に算入される評価・換算差額等 0 0

0 0

72 70

43 46

43 46

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

9,095 8,734

48 58

0 0

48 58

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

48 58

9,048 8,676

（１）自己資本の構成に関する事項

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連す
るものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る）に関連するものの額

特定項目に係る１５％基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するも
のの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連す
るものの額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

特定項目に係る１０％基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するも
のの額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く）の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額金であって自己資本に算入され
る額

前払年金費用の額

コア資本に係る基礎項目の額（イ）

コア資本に係る調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く）の
額の合計額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の
額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））　　　（ハ）

項　　目

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上位以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目
の額に含まれる額

うち、回転出資金の額

うち、上記以外に該当するものの額

公的機関による資本増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の
額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５％に相当する額のう
ち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

（単位：百万円、％）

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に
含まれる額

うち、退職給付に係るものの額のうち、経過措置によりコア資本に係る
基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額

コア資本に係る基礎項目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額

うち、出資金及び資本準備金の額

うち、再評価積立金の額
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29,726 30,427

29,534 30,229

0 0

0 0

0 0

0 0

192 198

0 0

0 0

6,219 6,317

0 0

0 0

35,945 36,744

25.17% 23.61%

 注３） 当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計
算しています。

 注１） 「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年
金融庁・農水省告示第2号）に基づき算出しています。

 注２） 当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金
融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレー
ショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用していま
す。

リスク・アセット等の額の合計額（ニ）

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ））

ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額

中央精算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

うち、上記以外に該当するものの額

オフ・バランス項目

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額

リスク・アセット　等

信用リスク・アセットの額の合計額

資産（オン・バランス）項目

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
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（２）自己資本の充実度に関する事項

①　信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分毎の内訳

令和３年度 令和２年度

ａ ａ

現金

我が国の中央政府及び
中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取引
業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び
個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

取立未済手形

信用保証協会等及び株式会社産業
再生機構保証付

株式会社地域経済活性化支援機構
等による保証付

共済約款貸付

出資等

（うち出資等のエクスポージャー）

（うち重要な出資のエクスポージャー）

上記以外

（うち他の金融機関等の対象資本等調
達手段のうち対象普通出資等及びその
他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該当す
るもの以外のものに係るエクスポー
ジャー）
（うち農林中央金庫又は農業協同組合
連合会の対象資本調達手段に係るエク
スポージャー）

（うち特定項目のうち調整項目に算入
されない部分に係るエクスポー
ジャー）

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有している他の金融
機関等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連
調達手段に関するエクスポージャー）

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有していない他の金
融機関等に係るその他外部ＴＬＡＣ関
連調達手段に係る５％基準額を上回る
部分に係るエクスポージャー）

（うち上記以外のエクスポージャー） 12,345 12,814 513 13,360 13,733 549

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,009 5,022 201 2,009 5,022 201

134 336 13 157 392 16

14,488 17,529 701 15,526 19,147 766

0 0 0 0 0 0

989 989 40 991 991 40

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 394 0 0

0

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0

リスク・
アセット額

リスク・
アセット額

信用リスク・アセット エクスポー
ジャーの期

末残高

所要
自己資本額

エクスポー
ジャーの期

末残高

（単位：百万円）

162 0 0 160 0 0

0 0 0 0 0 0

所要
自己資本額

（標準的手法） ｂ＝ａ×４％ ｂ＝ａ×４％

384

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

42,088 8,418 337 38,818 7,763 311

0 0 0 0 0 0

1,571 1,049 42 2,143 1,441 58

221 209 8 248 229 9

0 0 0 0 0 0

171 59 2 157 54 2

8,034 790 32 8,134 796 32

40 40 2 1 1 0

2 0 0 23 5 0

991 991 40

0 0 0 0 0 0

989 989 40
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証券化

（うちＳＴＣ要件適用分）

（うち非ＳＴＣ適用分）

再証券化

リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャー

（うちルックスルー方式）

（うちマンデート方式）

（うち蓋然性方式250％）

（うち蓋然性方式400％）

（うちフォールバック方式）

経過措置によりリスクアセットの
額に算入されるものの額
他の金融機関等の対象資本調達手段に
係るエクスポージャーに係る経過措置
によりリスク・アセットの額に算入さ
れなかったものの額（△）

＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

　　　　　粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

　　　　　直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0

1,217

0

所要
自己資本額

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

注７） 「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国
の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その
他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証ま
たはクレジットデリバティブの免責額が含まれます。

注８） オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、当ＪＡでは基礎的手法を採用してい
ます。

「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原
エクスポージャーの種類ごとに記載しています。

注２） 「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のこ
とをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

「三月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞し
ている債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向
け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが150％になったエクスポージャーのこ
とです。

注４） 「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当しま
す。

注５） 「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造
のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性
質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

注６） 「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係
る経過措置によるリスク・アセットの額および調整項目にかかる経過措置によりなお従前
の例によるものとしてリスク・アセットの額に算入したものが該当します。

注３）

注１）

ｂ＝ａ×４％

1,470

所要
自己資本額

a ｂ＝ａ×４％ a ｂ＝ａ×４％

6,219 249 6,317 253

所要自己資本額計

リスク・アセット等(分母）合計
所要

自己資本額
リスク・アセット等(分母）合計

合計（信用リスク・アセットの額） 68,151 29,726 1,189 66,595 30,427

オペレーショナル・リスクに対する
所要自己資本の額
＜基礎的手法＞

オペレーショナル・リスク
相当額を8％で除して得た額

所要
自己資本額

オペレーショナル・リスク
相当額を8％で除して得た額

35,945 1,438 36,744

a ｂ＝ａ×４％ a

中央清算期間関連エクスポージャー 0 0 0 0 0

標準的手法を適用するエクスポー
ジャー別計

0 0 0 0

0ＣＶＡリスク相当額÷８％ 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

0 0 00 0 0

0 0

÷８％
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（３）信用リスクに関する事項

リスク管理の手法及び手続の概要

　連結グループでは、ＪＡ以外で与信を行っていないため、連結グループにおける信用リスク
管理の方針及び手続等は定めていません。
  なお、ＪＡの信用リスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ．５５）
をご参照ください。

①　標準的手法に関する事項

　当ＪＡでは自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法に
より算出しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判
定に当たり使用する格付等は次のとおりです。

（ア）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは，以下の適格格付機関による依頼格
　　付けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

　株式会社格付投資情報センター(Ｒ＆Ⅰ)

　株式会社日本格付研究所(ＪＣＲ)

　ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク(Ｍｏｏｄｙ'ｓ)

　Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング(Ｓ＆Ｐ)

　フィッチレーティングスリミテッド(Ｆｉｔｃｈ)

注１）「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出する

（イ）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リス
　　ク・スコアは、主に以下のとおりです。

適 格 格 付 機 関

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関 カントリー・リスク・スコア

金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険
法人等向けエクスポージャー(長期) R＆I，Moody's，JCR，S&P，Fitch

法人等向けエクスポージャー(短期) R＆I，Moody's，JCR，S&P，Fitch
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（単位：百万円）

令和３年度 令和２年度

うち貸出金
等

うち債券
うち貸出金

等
うち債券

農業 929 929 0 7 1,036 1,036 0 0

林業 0 0 0 0 0 0 0 0

水産業 0 0 0 0 0 0 0 0

製造業 26 26 0 1 29 29 0 1

鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0

建設・不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0
電気・ガ
ス・熱供
給・水道業

0 0 0 0 0 0 0 0

運輸・通信
業 0 0 0 0 0 0 0 0
金融・保険
業 41,922 0 0 0 38,677 0 0 0
卸売・小
売・飲食・
サービス業

53 53 0 2 65 65 0 2

日本国政
府・地方公 252 252 0 0 240 240 0 0

上記以外 3,019 22 0 0 3,021 21 0 0

9,750 9,750 0 35 10,444 10,444 0 3

12,351 192 0 0 13,243 201 0 0

68,302 11,224 0 45 66,755 12,036 0 6

43,156 1,235 0 - 40,153 1,499 0 -

801 801 0 - 1,014 1,014 0 -

1,341 1,341 0 - 1,323 1,323 0 -

1,473 1,473 0 - 1,382 1,382 0 -

1,863 1,863 0 - 2,135 2,135 0 -

3,766 3,766 0 - 3,842 3,842 0 -

15,902 744 0 - 16,905 840 0 -

68,302 11,223 0 - 66,754 12,035 0 -

68,302 11,223 0 - 66,754 12,035 0 -

50,741 11,905 0 - 47,983 12,649 0 -

5年超7年以下

7年超10年以下

10年超

期限の定めのないもの

② 信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び三月以上延滞エクスポー
ジャーの期末残高

信用リスク
に関するエ
クスポー
ジャーの残
高

三月以上延
滞エクス
ポージャー

信用リスク
に関するエ
クスポー
ジャーの残
高

三月以上延
滞エクス

ポージャー

法
人

個　人

その他

業種別残高計

1年以下

信用リスク
期末残高

信用リスク
平均残高

注１） 国外のエクスポージャーは該当ありませんので、地域別の区分は省略しております。
注２） 信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイト

のみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するもの
を除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

注３） 「その他」には、現金・その他の資産（固定資産等）が含まれます。
注４） 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞

しているエクスポージャーのことです。

残存期間別残高計

1年超3年以下

3年超5年以下
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③　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
（単位：百万円）

令和３年度 令和２年度

目的使用 その他 目的使用 その他

46 43 0 46 △ 3 43 40 46 0 40 6 46

17 7 0 17 △ 10 7 58 17 0 58 △ 41 17

④　地域別・業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額
（単位：百万円）

令和３年度 令和２年度

目的使用 その他 目的使用 その他

農業 7 0 0 6 1 0 50 0 0 43 7 0

林業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製造業 3 0 0 1 2 0 3 0 0 0 3 0

鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建設・不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電気・ガス・熱供
給・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運輸・通信業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金融・保険業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

卸売・小売・飲
食・サービス業 2 0 0 0 2 0 1 1 0 0 2 0

上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 0 0 2 2 0 4 1 0 0 6 0

17 0 0 9 7 0 58 2 0 43 17 0

注１）国外のエクスポージャーは該当ありませんので、地域別の区分は省略しております。

貸出金
償却

法
人

期中
増加額

期中減少額
期末残高

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

期首残
高

期中
増加額

期中減少額
期末残高

貸出金
償却

期首残
高

期中
増加額

期中減少額

期中減少額
期末残高

個　人

期末残高
期首残

高
増減額 増減額

期首残
高

期中
増加額

業種別計
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⑤　信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウエイト1250％を適用する残高
（単位：百万円）

注１）

注２）

注３）

注４）

令和２年度令和３年度

リスク･ウエイト0% 996 1,133

リスク･ウエイト10% 7,895 7,976

リスク・ウエイト2%

リスク・ウエイト4%

0

0

0

156

リスク･ウエイト75% 1,391 1,921

リスク･ウエイト20% 42,090 38,841

68,302 66,755

リスク･ウエイト50% 16 5

リスク･ウエイト100% 13,601 14,556

0 0

自己資本控除額 0 0

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

リスク･ウエイト35% 169

信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみ
なし計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）
並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用しているもの、「格付な
し」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用していないものを記載しています。
なお、格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・
ウェイトによって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集
計の対象としています。

１２５０％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリ
バティブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウェイト１２５０％を適用
したエクスポージャーがあります。

0

リスク･ウエイト1250% 0 0

リスク･ウエイト150% 1 1

リスク･ウエイト250% 2,143 2,166

そ　の　他

合　計
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（４）信用リスク削減手法に関する事項

①　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

　連結自己資本比率の算出にあって、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」において
定めています。
　信用リスク削減手法の適用及び管理方針、手続は、ＪＡのリスク管理の方針及び手続に準じて
行っています。
　ＪＡのリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ．５９）をご参照く
ださい。

②　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

（単位：百万円）

令和３年度 令和２年度

適格金融
資産担保

保証
適格金融
資産担保

保証

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

13 0 18 0

68 11 106 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

115 0 142 0

196 11 266 0

注３）

注１）「エクスポージャー」とは、資産並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額
です。

地方公共団体金融機構及び我が
国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融
商品取引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

上記以外

合　　　　計

証券化

中央清算機関関連

注２） 「我が国の政府関係機関向け」には、「地方公営企業等向けエクスポージャー」を含めて記
載しています。

「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞して
いる債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向
け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが150％になったエクスポージャーのこ
とです。

注４） 「上記以外」には、現金・その他の資産（固定資産等）が含まれます。

-91-



（５）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当する取引はありません。

（６）証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

（７）オペレーショナルリスクに関する事項

　連結グループにかかるオペレーショナル・リスク管理は、子会社においてはＪＡのリスク
管理及びその手続に準じたリスク管理を行っています。
　また、関連会社については、これらに準じたリスク管理態勢を構築しています。
　ＪＡの信用リスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ．５９）を
参照ください。

① オペレーショナル・リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
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（８）出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

　 リスク管理の方針及び手続の概要

　連結グループにかかる出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポー
ジャーに関するリスク管理は、子会社においてはＪＡのリスク管理及びその手続に準じた
リスク管理を行っています。また、関連会社についても、子会社に準じたリスク管理態勢
を構築しています。

　ＪＡのリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ．６０）を参
照ください。

②　出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価
（単位：百万円）

令和３年度 令和２年度

貸借対照表
計上額

時価評価額
貸借対照表

計上額
時価評価額

上場 0 0 0 0

非上場 2,998 2,998 2,998 2,998

合計 2,998 2,998 2,998 2,998

注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表の合計額
　　です。

③　出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

令和３年度 令和２年度

売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

上場 0 0 0 0 0 0

非上場 0 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0

④　貸借対照表で認識され，損益計算書で認識されない評価損益の額
　　（その他有価証券の評価損益等）

（単位：百万円）

令和３年度 令和２年度

評価益 評価損 評価益 評価損

上場 0 0 0 0

非上場 0 0 0 0

合計 0 0 0 0

⑤　貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　　（子会社・関連会社株式の評価損益等）

（単位：百万円）

令和３年度 令和２年度

評価益 評価損 評価益 評価損

上場 0 0 0 0

非上場 0 0 0 0

合計 0 0 0 0

① 出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関する

（単位：百万円）
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（１０）金利リスクに関する事項

　連結グループの金利リスクの算定方法は、ＪＡの金利リスクの算定方法に準じた方法によ
り行っています。
　ＪＡの金利リスクの算定方法は、単体の開示内容（ｐ．６２）を参照ください。

当期末 前期末 当期末 前期末

162 211 36 41

0 0 0 0

250 292

250 292

（９）リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

2 下方パラレルシフト

項
番

注１） 連結グループにおける金利リスク量の計算にあたっては、市場金利に影響を受けるもの（貸出
金、有価証券、貯金等）のうち、ＪＡが保有するもの以外は金額的重要性が低いと認められるこ
とから、ＪＡが保有するものでのみ計算を行っております。

①　金利リスクの算定手法に関する事項

②　金利リスクに関する事項
（単位：百万円）

IRRBB１：金利リスク

⊿EVE ⊿NII

1 上方パラレルシフト

3 スティープ化

4

7 最大値

フラット化

5 短期金利上昇

6 短期金利低下

当期末 前期末

8 自己資本の額 8,849 8,491
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